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わが国では，急速な人口減少・高齢化の対応として，『コンパクト＋ネットワーク』を掲げている．都

市構造のコンパクト化施策の評価の観点から，国の動向や既往研究を概観すると，施策実施による効果で

ある人口分布を内生的に扱っている研究は少ない．さらに，転居実態をみると，都市内転居と都市外転居

は同程度に存在しているが，都市構造のコンパクト化を評価する研究の中で，両方を内生的に扱ったもの

はみられない．以上を踏まえて，本稿では都市構造のコンパクト化施策の評価を行うために，都市外転居

行動を考慮した都市内人口分布の時系列推計モデルを構築した．また，富山市を対象として，関数型の特

定化，データセットの作成，パラメータ推定方法の検討を行った． 
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1. はじめに 

 

わが国では，急速に人口減少・高齢化が進行しており，

2050年頃には総人口は1億人を下回り，高齢化率は40％

に達すると予測されている1)．今後の人口減少により，

市街地の低密度化・空洞化は一層進行すると予想され，

都市経済の衰退や高齢者の主な移動手段である公共交通

の衰退，行政コストの増大など，様々な問題が生じるこ

とが懸念される2)．これらの問題等に対して，国は『コ

ンパクト＋ネットワーク』を基本的な考え方として，人

口減少・高齢化等の制約の下，国全体の生産性を高めて

いくことを掲げている3)．さらに国では，市町村でコン

パクトなまちづくりが推進されるよう，都市構造の評価

手法をハンドブックとして4)まとめている． 

都市構造のコンパクト化にあたっては，都市機能や居

住機能の誘導・再整備，公共交通ネットワークの再構築

などの施策が想定され3)，施策実施にあたっては，これ

らの施策がコンパクト化（人口分布の集約化）に与える

影響を定量的に分析・評価することが望まれる．また，

転居が生じるには時間を要することや，今後の急速な人

口減少が施策効果に与える影響は大きいと予想されるこ

とから，施策評価にあたっては時系列で将来の人口分布

を推計することが必要と考える．しかしながら，上述の

ハンドブックの評価手法は，将来人口推計は行うものの，

都市構造のコンパクト性と関連のある評価指標を用いて

都市構造を評価するものであり，どのような施策がコン

パクト化に効果的であるかを評価するものとなっていな

い． 

都市構造のコンパクト化を定量的に評価した既往研究

としては，施策効果を将来人口変化や整備内容として外

生的に与えて，都市構造のコンパクト化に関連する指標

により評価を行ったものが多くみられる5)~ 9)．一方，施

策に係る諸条件を外生的に与えて，人口分布を内生的に

扱い，都市構造のコンパクト化を分析している研究とし

て牧野・中川・松中・大庭（2010）10)，大庭・松中・中

川・尹・牧野11)がある．しかし，同研究では閉鎖した単

一中心的な仮想都市を対象とした一時点のシミュレーシ

ョンに留まっており，将来人口の変化は考慮していない． 
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一方，転居の実態を富山市を例にみると12)（表-1），

都市内転居と都市外転居に区別した場合，都市内転居は

11.4%（表中B），都市外転居は14.5%（表中C，表中E）

でどちらも同程度存在し，人口分布を推計する上でいず

れも重要である．しかしながら，上述の都市構造のコン

パクト化を定量的に評価した既往研究の中で，都市内転

居・都市外転居の両方を内生的に扱った人口分布推計手

法を筆者は寡聞にして知らない． 

そこで本稿では，都市構造のコンパクト化施策の評価

に利用可能な，都市外転居行動を考慮した都市内人口分

布の時系列推計モデルの構築を目的とする．本モデルで

は，人口分布推計の精度を高めるために，以下の要素を

取り入れる． 

 転居行動の要因とされるライフステージを念頭

に，住宅立地主体を世帯主の年齢階層別の世帯

として設定 

 転居理由の違いを踏まえ，都市内転居と都市外

転居を区別してモデル化 

 現在居住地の住環境と転居行動の関係を踏まえ，

転居需要を内生的に決定 

 

 

2.  既往研究の整理と本稿の位置づけ 

 

前章では都市構造のコンパクト化に絞って，既往研究

から本稿の目的を示した．本章では都市構造のコンパク

ト化に限らず，人口分布に関連する人口移動についての

既往研究の概観を整理し，本稿で構築するモデルの位置

づけを明らかにする． 

 

(1) 人口移動研究について 

人口移動の研究については，大きく地域間人口移動と

地域内人口移動に大別される13)．以下，それぞれの既往

研究を示した上で，本稿のモデルの位置づけを明らかに

する． 

a) 地域間人口移動 

地域間人口移動の研究は，表-2に示す4つに大別され

る．このうち「移動流に関する研究」は，さらに「社会

物理学研究」，「移動先選択の研究」，「移動パターン

研究」，「地域成長分析」に分けられる13)． 

本稿のモデルでは，転居行動をモデル化し，世帯がど

こへ移動するかについて着目しているため，移動先選択

の研究に位置づけられると考える．移動先選択の研究の

うち，Place Utility論を用いた研究としては，例えば，青

山・近藤（1992）14)があり，地域の効用差と人口の移動

機会に基づく地域間人口移動モデルを構築し，人口移動

のメカニズムについて考察している．当該モデルにおけ

る効用関数は，「全国を対象とした地域間人口移動は就

業が主な原因であり，関東圏内における人口移動は，勤

務地は現在のままで居住地を変更する住み替え行動によ

る移動が主である」という考えから，地域間移動の説明

変数と関東圏内移動の説明変数を異なる設定としている． 

表-1 5年間での転居状況（富山市）

場所（H17→H 22） 人口 割合 

A：転居無し（現住所→現住所） 323,211 71.6%

B：市内→現住所（市内） 51,580 11.4%

C：市外→現住所（市内） 35,532 7.9%

D：不明→現住所（市内） 11,630 2.6%

E：市内→市外 29,608 6.6%

合計 451,561 100.0%

 
表-2 地域間人口移動研究の分類及び内容13) 

分類 内容 

移動圏域に関す

る研究 

・移動時の出発地と目的地から，移動

構成を分析し，移動圏を解析するこ

とを目的とした研究 

移動趨勢に関す

る研究 

・形式人口学の枠組みで移動の趨勢を

分析し，人口移動を予測することを

目的とした研究 

移
動
流
に
関
す
る
研
究 

社会物理

学研究 

・社会現象の物理学的説明を目指した

学問である社会物理学を人口移動に

適用した研究 

移動先選

択の研究 

・移動先の決定に関する研究であり，

主として5つの理論が存在（雇用機

会論，所得差論，人的資本論，

Place Utility論） 

移動パタ

ーン研究 

・集中移動と分散移動の割合を分析す

ることにより，人口分布の変化を調

査した研究であり，3つに大別（対

象を細分化した研究，移動転換研

究，スケジュールモデル研究） 

地域成長

分析 

・特定の地域に注目して，当該地域の

人口変動を移動の観点から分析した

研究 

大規模複合目的

調査に基づく研

究 

・膨大な量のアンケート調査を行い，

移動車の意思決定要因や移動実態を

詳細に分析した研究 

 

表-3 地域内人口移動研究の分類及び内容13) 

分類 内容 

土地利用・交通

モデルの研究 

・広範囲にわたる土地利用やそれに

付随した交通の相互作用，それら

に対する各種政策の効果を分析す

る研究 

住宅立地モデル

の研究 

・世帯の居住地選択に焦点を絞り，

環境要因を外生的に与えた上で世

帯の選択行動をモデル化すること

によってそのメカニズムを理論化

し，立地状況を分析・予測する研

究 

住み替え研究 

・世帯属性別の住み替え過程や住み

替え理由，立地地点選定の理由を

調査し，実証的に分析する研究 
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青木（1999）13)では，地域間人口移動研究の課題とし

て「①工学的枠組みに基づいた研究の必要性」，「②各

理論の統合の必要性」，「③方向別移動理論の構築の必

要性」を挙げている．ここで，①は政策効果と連動した

人口移動研究の必要性を指しており，本稿の目的はこの

課題への対応の一つと言える．さらに，本稿モデルでは

コーホート要因法と均衡概念を組み合わせており，②の

課題への対応の一つとも言える． 

 

(2) 地域内人口移動 

地域内人口移動の研究は，表-3の3つに大別される13)． 

本稿では，世帯の立地行動をモデル化するため，住宅

立地モデル研究に位置づけられると考える．ただし，人

口分布を推計するにあたり，土地利用と交通の相互作用

を考慮することは重要であるため，本稿モデルは，今後，

土地利用・交通モデルへの展開が求められる． 

わが国の土地利用・交通モデルについては，青山

（1984）15)，上田・堤（1999）16)に発展経緯が詳しくま

とめられている．上田・堤（1999）では，80年代後半か

らの土地利用・交通モデル開発の方向性として，「ロジ

ットモデルの導入」，「土地市場のモデル化」，「都市

経済学の理論，他市場同時均衡理論，一般均衡理論など，

理論的に整合したフレームでのモデル化」を挙げている． 

この方向性に沿ったモデルの一つの形態として，応用

都市経済モデル（Computable Urban Economic model（CUE

モデル））がある．CUEモデルとは，土地利用・交通モ

デルにミクロ経済学的な基礎を導入した他市場同時均衡

モデルであり，費用便益分析で用いられる便益評価と完

全に整合しているという特徴を持つ17)． 

堤・山崎・小池・瀬谷（2012）18)では，CUEモデルの

枠組みの拡張に関する展望として，「空間的連結階層

化」，「動学化」を挙げている．このうち，「動学化」

には，転居割合の内生化についても挙げられている．本

稿モデルは，CUEモデルの枠組みでは無いが，転居需要

を内生的に決定する構造としており，上述の展望に関連

した試みの一つと考える． 

一方，均衡モデルでない土地利用・交通モデルとして，

土地利用マイクロシミュレーションがある．土地利用マ

イクロシミュレーションとは，個人や世帯等を最小単位

として個々の活動を表現するモデルであり19)，欧米諸国

を中心に活発な取り組みがされている20)． 

 

(3) 既往モデルの比較 

本稿のモデルは，都市構造のコンパクト化施策を評価

するために，「時系列」，「住宅立地主体の属性」，

「都市外転居」に着目して構築するため，これらの要素

について既往のCUEモデル等との比較を行う（表-4）． 

時系列を扱ったものとして，尹・青山・中川・松中

（2000）21)，国土交通省国土交通政策研究所（2005）22)，

宮澤・髙木・秋山・大森（2006）23)，今井・佐藤（2015）
24)がある．国土交通省国土交通政策研究所22)では，各期

において総人口を外生的に与え，移動層を対象に立地配

分を行い，配分結果と留保層（転居しない主体）の人口

を合計することにより人口分布を推計している．宮澤ら
23)では，コーホート変化率法により前期の人口分布から

人口増減後の人口分布を推計した上で，全人口を対象と

して立地配分を行い，人口分布を推計している．尹ら21)

や今井ら24)では，前期の人口分布のうち，移動層を対象

として立地配分を行い，配分結果と留保層の人口を合計

することで人口分布を推計している．本稿のモデルは，

実際には全ての主体が転居を行うわけではないと考え，

全体のうちの一部を立地配分の対象とする．また，留保

層の分布は前期の分布に依存するため，前期の人口分布

を踏まえて人口分布を推計するモデルとする． 

住宅立地主体（世帯もしくは人口）の属性を複数扱っ

たものとして，宮澤ら23)，小池・漆谷・山崎（2010）25)，

山形・瀬谷・中道（2011）26)，今井ら24)がある．宮澤ら23)，

小池ら25)では，住宅立地主体を人口一人当たりで捉え，

一定の年齢で区切った世代別に扱っている．山形ら26)は，

一世帯当たりで捉え，高齢単身，若中年夫婦等の世帯構

成別に扱っている．今井ら24)では，一世帯当たりで捉え，

戸建て，集合住宅等の住宅タイプ別に扱っている．本稿

のモデルでは，転居の意思決定は世帯主が行うものと考

え，一世帯当たりで捉え，転居の要因はライフステージ

が影響していると考え，年齢別に扱う． 

都市外転居を扱ったものとして，尹ら21)，国土交通省

国土交通政策研究所22)，宮澤ら23)，今井ら24)がある．尹

ら21)では，転出率，転入率を外生的に設定し（ゾーン一

律），各ゾーン（対象圏域を構成する複数の空間）の夜

間人口に乗じることにより都市外転居を推計している． 

   

表-4 既往モデルの比較 

 

時系列 住宅立地主体属性
都市外
転居

前期人口
分布に
依存 

一部を 
立地配分 

世帯 人口 

尹・青山・中川・
松中（2000） ○ ○   ○ 

国土交通省国土交
通政策研究所
（2005） 

 ○    

宮澤・髙木・秋
山・大森（2006） ○   

○ 
世代 

 

小池・漆谷・山崎
（2010）    

○ 
世代 

 

山形・瀬谷・中道
（2011）   

○ 
世帯 
構成 

  

今井・佐藤
（2015） ○ ○ 

○ 
住宅 
タイプ 

 ○ 

本稿モデル ○ ○ 
○ 
世代 

 ○ 
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国土交通省国土交通政策研究所22)，宮澤ら23)，今井ら24)

では，総人口の人口増減として都市外転居を扱っている

（増減率はゾーン一律）．本稿のモデルでは，都市外へ

の転居は対象地域外の都市との比較により生じると考え，

他都市の状況を踏まえて都市外への転居を推計するもの

とする．また，都市外からの転居は，転居先となるゾー

ンの状況によって転居数が異なると考え，ゾーンの効用

により確率的に分布するように扱う． 

 

 

3. 理論モデルの構築 

 

(1) モデルの概要 

本モデルの全体構成は図-1に示すとおりである．総数

は全体世帯数決定モデルにより算出する．分布は，都市

内転居モデルおよび都市外転居モデルにより転居数（立

地配分の対象）を算出したのち，世帯行動モデルおよび

不在地主行動モデル，土地市場の均衡式により算出する． 

モデル構築にあたり，以下の仮定をおく． 

 対象圏域は1市町村として，複数のゾーンに分割

されている． 

 各ゾーンにおいて，ゾーン内の施設へのアクセ

シビリティや地代等の価格は均質とする． 

 対象圏域外からの転入は，全体世帯数決定モデ

ルから算出される純移動数と，都市外転居モデ

ルから算出される内・外転居世帯数から求める． 

 経済主体は，世帯属性別（世帯主年齢別）の

「家計」と，「不在地主」の2主体とする． 

 家計は，「転居意思の有無」，「対象圏域内転

居先の選択」の2段階での意思決定行動を行う．

転居意思は都市内転居モデルおよび都市外転居

モデルにより決定する．また，家計は転居先の

選択に際し，効用最大化行動を行う．  

 不在地主は利潤最大化行動を行う． 

 市場は土地市場のみを考える． 

 対象圏域内転居先は，立地均衡モデルにより決

定される． 

 

(2) 全体世帯数決定モデル 

全体世帯数は，コーホート要因法により年齢別人口を

推計し，推計人口に世帯主率を乗じて世帯主年齢階層別

に推計する（世帯主率法）．年齢階層別人口を式(1)~(3)，

世帯主年齢階層別総世帯数を式(4)，世帯主年齢階層別

純移動世帯数を式(5)に示す． 

 

ܱܲ ௧ܲାହ
௪ାହ ൌ ܱܲ ௧ܲ

௪, ∙ ሺܵ௪, ܯ௪,ሻ 

ܱܲ ௧ܲ
௪, ∙ ሺܵ௪,   ௪,ሻ (1)ܯ

 

ただし，0=ݓ（4～0歳）の場合， 

ܱܲ ௧ܲ
௪, ൌ ∑ ቀܱܲ ௧ܲ

ఓ, ∙ ఓ݂ ∙


ଵା
ቁఓ  (2) 

ܱܲ ௧ܲ
௪, ൌ ∑ ൫ܱܲ ௧ܲ

ఓ, ∙ ఓ݂൯ఓ െ ܱܲ ௧ܲ
௪, (3) 

 

௧ܰ
௪ ൌ ܱܲ ௧ܲ

௪, ∙ ሶܰ ௪,  ܱܲ ௧ܲ
௪, ∙ ሶܰ ௪, (4) 

ܯ ௧ܰାହ
௪ ൌ ܱܲ ௧ܲ

௪, ∙ ௪,ܯ ∙ ሶܰ ௪,  

ܱܲ ௧ܲ
௪, ∙ ௪,ܯ ∙ ሶܰ ௪, (5) 

 

ここで，ݐ：期，ݓ：年齢階層（0：0~4歳，5：5~9歳，

10：10~14歳，15：15~19歳，20：20~24歳，25：25~29歳，

30：30~34歳，35：35~39歳，40：40~44歳，45：45~49歳，

50：50~54歳，55：55~59歳，60：60~64歳，65：65~69歳，

70：70~74歳，75：75歳以上），݉：男性，݂：女性，

ܱܲܲ：人口，ܯ௪：年齢階層ݓから年齢階層ݓ  5にか

けての純移動率，ܵ௪：年齢階層ݓから年齢階層ݓ  5に

かけての生残率，ܮ：出生性比，	ܰ：世帯数， ሶܰ：世帯

主率， ఓ݂：年齢階層ߤにおける子ども女性比，	ܰܯ：純

移動世帯数． 

 

(3) 転居意思決定モデル 

a) 都市内転居モデル 

林・富田・奥田（1987）27)では，住宅需要を「住み替

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1：純移動世帯数と内・外転居世帯数の合計 

※2：世帯分布から内・内世帯数および内・外世帯数を除いた分布 

図-1 モデルの全体構成 
 

t年の人口分布（年齢階層別）

START

END

土地市場
需要量＝供給量

t＝最終年次

都市内転居モデル

都市外転居モデル

t=t+5

t=t+5

式(1)~(4)

式(5)

式(7)
式(10) 式(11)

式(13)~(16)

式(26)

式(17)~(18)

式(19)

全体世帯数決定モデル

立地均衡モデル

式(12)

No

Yes
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え潜在需要の発生」と「住み替え需要顕在化」の2段階

で捉えている．ここで，住み替え潜在需要とは，世帯の

ライフステージの進行等により，世帯属性と居住住宅属

性とが適合しなくなり，住み替えるための新たな住宅を

探索しようとする段階のことを指す．また，住み替え需

要顕在化とは，住み替えに適した住宅が見つけられ実際

に行動に移す段階を指す． 

本稿も同様の概念を用い，式(6)のように定式化する．

式(6)のうち括弧内は住み替え潜在需要を示す．また，

需要顕在化にあたっては，同じ住み替え潜在需要の下で

は所得の多い世帯の方が住み替えやすいと考え，顕在化

を表現するために所得の関数を用いる．なお，都市内で

の転居は就業先を変更するような転居では無く，住み替

え行動と見なし，ここでの間接効用については，後述の

立地均衡モデルの世帯行動に用いる間接効用と同じもの

とする． 

ܲ,௧ାହ
ᇱ௪ାହ ൌ ൬

ଵ

ଵା௫	ሺ,
ೢାఛ

ೢሻ
൰ ∙  ሻ (6)ܫሺߠ

 

ここで，i：ゾーン， ܲ
ᇱ௪：ゾーン i の世帯主年齢階層

w の世帯が内・内転居（都市内転居）を行う確率，ܸ：

間接効用，߬：間接効用以外の地域（ゾーン）の魅力度

を示す項目，ߠሺ∙ሻ：需要が顕在化することを表現する関

数． 

よって，内・内転居世帯数は式(7)のとおりとなる． 

 

ܰᇱ
	௧ାହ
௪ାହ ൌ ∑ ܰ,௧

௪ ∙ ܲ,௧ାହ
ᇱ௪ାହ

  (7) 

 

ここで， 	ܰ
ᇱ：内・内転居世帯数． 

b)  都市外転居モデル 

都市外転居については，転居候補となる競合都市と現

在の都市の効用から確率的に決まるとし，各候補都市へ

の転居確率を式(8)のように定式化する．これより，都

市外への転居確率は式(9)のとおりとなる．なお，都市

外への転居は，就職や転職，転勤など，就業先を変更す

るような転居であり，都市内転居とは特性が異なると考

え，ここで用いる効用は就業者数や所得などを変数とす

る． 

ܲ,௧ାହ
௪ାହ ൌ ൬

௫൫ೝ,
ᇲೢ൯

∑ ୣ୶୮	ሺೃ,
ᇲೢሻೃ
൰ ∙ ߮௪ (8) 

ܲି௨௧,௧ାହ
௪ାହ ൌ ∑ ܲ,௧ାହ

௪ାହ
  (9) 

 

ここで，R,r：候補都市（対象圏域および競合都市），

ܲ
௪：世帯主年齢階層 w の世帯が都市 r を選択する確率，

	ܸᇱ：都市外への移動に関する効用，߮：パラメータ，

ܲି௨௧：内・外転居（都市内から都市外への転居）を

行う確率． 

よって，内・外転居世帯数は式(10)のとおりとなる． 

ܰି௨௧,௧ାହ
௪ାହ ൌ ∑ ܰ,௧

௪ ∙ ܲି௨௧,௧ାହ
௪ାହ

  (10) 
 

ここで， ܰି௨௧：内・外転居世帯数． 

次に，内・外転居世帯数と純移動世帯数の合計から，

外・内転居（都市外から都市内への転居）世帯数を算出

する（式(11)）．式(11)において，右辺がマイナスとなっ

た場合，外・内転居世帯数はゼロ，内・外転居者数＝純

移動世帯数（の絶対値）とする． 

 

ܰ௨௧ି,௧ାହ
௪ାହ ൌ ܯ ௧ܰାହ

௪ାହ  ∑ ܰି௨௧,,௧ାହ
௪ାହ

  (11) 
 

ここで， ܰ௨௧ି：外・内転居世帯数． 

以上から，留保世帯数は式(12)のようになる． 

 

ܴ 	ܰ,௧ାହ
௪ାହ ൌ ܰ,௧

௪ ∙ ܵ௪ െ ൫ܰᇱ
	,௧ାହ
௪ାହ  ܰି௨௧,,௧ାହ

௪ାହ ൯ (12) 

 

ここで，ܴܰ：留保世帯数． 

 

(4) 立地均衡モデル 

a) 世帯の行動 

家計の行動は，所得制約の下，効用を最大化するよう

に合成財，土地の消費を行うものとして定式化する（式

(13)）． 

 

ܸ,௧
௪൫ ܷ,௧

௪൯ ൌ maxൣ ܷ,௧
௪൫ݔ

௪, ܾ,௧
௪ , ߛ

,௪൯൧ (13.a) 

s.t.  ݔ
௪  ܴ,௧ܾ,௧

௪ ൌ ܫ
௪ (13.b) 

 

ここで，ܸሺ∙ሻ：間接効用水準，ܷሺ∙ሻ：効用水準，ݔ：合

成財需要量，ܾ：土地需要量，ߛ：n 番目の立地条件，

 ．所得：ܫ，合成財価格（＝1），ܴ：地代：

上記の最大化問題を解くと，各需要関数が得られ，

それを式(13)に代入すると間接効用関数が得られる． 

 

ܸ,௧
௪ ൌ ܸ,௧

௪൫ܫ
௪, ܴ,௧, ߛ

,௪൯ (14) 

 

家計の立地選択行動は，宮城（1985）28)で定義された

選択の基本公式で表され，上記の間接効用関数を用い

て以下の最大化問題により定式化できる． 

 

௧ܧ
௪ ൌ max,ೢ ቂ∑ ܲ,௧

௪
ܸ,௧
௪

 െ
ଵ

ఏᇲ
∑ ൫ ܲ,௧

௪ ln ܲ,௧
௪൯ ቃ (15.a) 

s.t. ∑ ܲ,௧
௪

 ൌ 1 (15.b) 

 

ここで，E：世帯の立地選択における最大期待効用値，

，ᇱ：ロジットパラメータߠ ܲ
௪：世帯主年齢階層 w の世

帯がゾーン iを選択する確率（内・内転居）． 

上記の最大化問題を解くと，立地選択確率が以下のロ

ジットモデルとして得られる． 
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ܲ,௧
௪ ൌ

௫൛ఏᇲೢ∙൫,
ೢାఛ

ೢ൯ൟ

∑ ௫ቄఏᇲೢ∙ቀ,
ೢାఛ

ೢቁቅ
 (16) 

b) 不在地主の行動 

不在地主の行動は，家計からの地代収入と提供する

土地の維持管理費用からなる利潤最大化行動として定

式化する． 

 

,௧ߨ ൌ max,ൣܴ,௧ܭ,௧ െ  ,௧൯൧ (17.a)ܭ൫ܥ

s.t. ܥ൫ܭ,௧൯ ൌ െߪܭഥ,௧ ln ൬1 െ
,
ഥ,
൰ (17.b) 

 

ここで，ߨ：利潤，ܭ：土地供給量，ܥሺ∙ሻ：不在地主

の費用関数，ܭഥ：土地供給可能面積，ߪ：パラメータ． 

上記を解くと以下の土地供給関数が得られる． 

 

,௧ܭ ൌ ൬1 െ
ఙ
ோ,
൰ܭഥ,௧ (18) 

c) 均衡条件 

土地市場の条件は式(19)，また，立地均衡条件は式(20)

となる． 

 

∑ ܾ,௧
௪ ∙ ܰ,௧

௪
௪ ൌ  ,௧ (19)ܭ

ܰ,௧
௪ ൌ ܲ,௧

௪
௧ܰ
௪் (20) 

 

ここで，ܰ௪்：世帯主年齢階層wの総世帯数． 

 

 

4. モデルの適用 

 

(1) 対象圏域およびゾーン 

対象都市はコンパクトシティ施策を行っている自治体

の一つである富山市とする．対象圏域は富山市全体，ゾ

ーンは標準地域メッシュの 500mメッシュとする． 

 

(2) 適用にあたっての設定 

a) 関数型の特定化 

都市内転居に関する効用関数は式(21)のとおり定式化

する．立地条件は，富山市の世帯主を対象としたアンケ

ート調査結果 24)を踏まえ，「食品スーパーまでの距離」，

「最寄鉄道駅までの距離」とし，以下のよう定式化する． 

 

ܸ,௧
௪൫ ܷ,௧

௪൯  

ൌ maxൣߙ௫௪ ݈݊ ݔ
௪  ߙ

௪ ݈݊ ܾ,௧
௪  ∑ ఊߙ

,௪݈݊ߛ
,௪

 ൧ (21.a) 

s.t.  ݔ
௪  ܴ,௧ܾ,௧

௪ ൌ ܫ
௪ (21.b) 

 

ここで，	ߛ：n 番目の立地条件（1：食品スーパーま

での所要時間，2：最寄駅までの所要時間），

 ．（＝1ߙ＋௫ߙ）ఊ：パラメータߙ	,ߙ	,௫ߙ	

上記の最大化問題を解くと，需要関数が得られ，そ

れを(21)に代入すると間接効用関数が得られる． 

都市外への転居に関する効用関数は，夜間人口あたり

の就業者数と所得を変数として定式化する．なお，候補

都市は，対象圏域，対象圏域以外の富山県，その他各都

道府県とする． 

b) データセットの作成 

パラメータ推定に用いるデータを表-5に示す．人口は，

500m メッシュ単位での年齢階層別人口が統計データと

して存在しないため，小地域単位での年齢階層別人口を

500m メッシュ単位での総人口を用いて按分して算出し

た．世帯数も，500m メッシュ単位では世帯主年齢階層

別の数が統計データとして存在しないため，500m メッ

シュの年齢階層別人口に世帯主率を乗じて算出した． 

食品スーパーまでの所要時間は，各メッシュから最寄

りの食品スーパーまでの道路距離を富山市における自動

車の平均走行速度 29)で除すことにより算定した．道路距

離は，富山市における道路距離と直線距離との比率 30)を

直線距離に乗じて算出した．鉄道までの所要時間も，速

度に標準歩行速度を用いて同様の方法により算出した． 

地価は，2000 年地価公示データを用いて地価関数を

推定し，推定した地価関数に各メッシュにおける説明変

数の水準を代入して推計した．  

土地供給可能面積は，土地利用細分メッシュのうち，

田，その他の農用地，建物用地の合計として算出した．

土地供給面積は，宅地面積を土地利用メッシュ上の建物

用途メッシュの面積で按分して算出した． 

 

(3) パラメータの推定 

a) 土地供給関数 

式(18)に，供給可能面積 ܭഥ，土地供給面積 ܭ，地価 

ܴを代入して，一時点のデータにより推定する． 

b) 土地需要関数 

式(21)から得られる土地需要関数に，土地需要面積 ܾ 
௪，

所得 ܫ௪，地価 ܴ  を代入して，一時点のデータにより推

定する． 

c) 都市外転居関連 

式(8)に，夜間人口あたりの就業者数 ܳ ோ,௧
௪ ，所得 ܫோ,௧

௪ ，

都市 r を選択する確率 ܲ 5ݐ,ݎ
ݓ を代入して，多時点のデー

表-5 パラメータ推定に用いるデータ 

項目 

人口 地価 

世帯 土地供給可能面積 

生残率 土地供給面積 

純移動数（H12→H17） 
平均所得 
（都道府県別年齢階層別）

食品スーパーまでの所要時間 就業者数 

鉄道までの所要時間 都市間転居の確率 
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タにより推定する． 

d) 都市内転居関連 

各ゾーンにおいて純移動数における等式を立て，世

帯数 ܰ 
௪，所得 ܫ௪，地価 ܴ  ，上述で推定したパラメー

タߙ
௪，ߙ௫௪，を代入して，一時点のデータにより推定す

る．具体的には，式の左辺は統計データである人口と

生残率から算出する純移動数とする．式の右辺は，式

(6)，(7)，(10)，(11)，(16)から算出する当該ゾーンへの転

入数と，式(6)，(7)，(10)から算出する当該ゾーンからの

転出数の差分とする．  

 

 

5. おわりに 

 

本稿では，都市構造のコンパクト化施策の評価を行う

ために，①住宅立地主体を年齢階層別に捉え，②都市外

転居を考慮し，③転居需要を内生的に決定する，都市内

人口分布の時系列推計モデルの構築を行った．また，富

山市を対象として，関数型の特定化，データセットの作

成を行い，パラメータ推定の方法を検討した．なお，パ

ラメータ推定結果およびモデルによる再現性の確認につ

いては，発表会で報告する予定である． 
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